
氏名 魚　直樹

課長

課長

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 総務課 職

現状値
評価

（年度） （年度）

氏名 魚　直樹

評価者 組織 総務課 職

施策１ 建学の精神を尊重した私学の振興 1

目標値
（年度）

施策の目標 成果指標 単位

校私立学校数の維持
(H27) (H23) （H24)

現状維持 94 95

B

施策２ 少子化対策のための子育て支援の充実 1
(H27)

2
(H27) (H23) (H24)

全国上位 98.9(全国10) 集計中

(H23) (H24)

55
預かり保育（長期休業日）実施の幼稚園数

2

61 61

目標値
（年度）

現状値

私立幼稚園の子育て相談実施園
(H27) (H23) (H24)

今後の
方向性（年度） （年度）

％(位)

園

カ所

高等学校進学率の維持

評価施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題

95

（千円）
対象

予算 決算

施策１

施策 課題

課題1 学校法人の経営の健全化 私立学校数の維持 2,551,056 

課題に対する主な取り組み

成果指標 単位 事務事業

(H23)

事業の
有効性

校
現状維持 94

(H27)
2,587,894 

（千円）

A
（H24)

継続1 私立高等学校経常費補助金 私立高等学校

 
A 継続2 私立小中学校経常費補助金 私立小中学校 116,694 116,694 

継続3 私立幼稚園経常費補助金 私立幼稚園
 

1,557,345 1,557,345 A

A 継続4 私立専修学校経常費補助金 私立専修学校
 

72,377 72,377 

B 継続5 私立高等学校特色教育推進費補助金 私立高等学校
 

11,235 11,233 

A 継続6 私立幼稚園障害児就園対策費補助金 私立幼稚園
 

87,808 87,808 

継続7 私立幼稚園教育環境整備費補助金 私立幼稚園
 

19,497 8,156 B

A 継続8 私立専修学校教育設備費補助金 私立専修学校
 

624 624 

B 継続9 私立学校教職員退職基金補助金
石川県私学振
興会 

110,000 110,000 

A 継続10 石川県私学振興資金利子補給金 私立学校
 

1,075 1,075 

2,008 1,623 B 廃止11 夜間大学運営費補助金 夜間大学
 

全国上位 98.9(全国10)
高等学校進学率の維持 ％(位)課題２ 保護者の経済的負担の軽減 1,075,046 1,074,034 A

(H27) (H23) (H24)

集計中
1 私立高等学校等就学支援金 私立学校

127,177 126,350 A
 

2 私立高等学校授業料減免補助金 私立学校

12,207 12,207 A
 

3 私立高等学校入学金軽減補助金 私立学校

全ての幼稚園 55 55
B

継続

継続

継続



氏名 魚　直樹

課長

課長

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 総務課 職

現状値
評価

（年度） （年度）

氏名 魚　直樹

評価者 組織 総務課 職

施策１ 建学の精神を尊重した私学の振興 1

目標値
（年度）

施策の目標 成果指標 単位
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目標値
（年度）

現状値

私立幼稚園の子育て相談実施園
(H27) (H23) (H24)

今後の
方向性（年度） （年度）

％(位)

園

カ所

高等学校進学率の維持

評価施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題

（千円）
対象

予算 決算
施策 課題

課題に対する主な取り組み

成果指標 単位 事務事業
事業の
有効性（千円）

全ての幼稚園 55 55
B

私立幼稚園預かり保育推進費補助金 私立幼稚園
55

園施策２ 課題１ 幼稚園預かり保育推進

課題２ 子育て支援の充実

32,702 
(H27) (H23) (H24)

61
1

カ所 8,598 
(H27) (H23) (H24)

55

32,848 
61

預かり保育（長期休業日）実施の幼稚園数

8,698 
55

私立幼稚園の子育て相談実施園 1 私立幼稚園子育て支援推進費補助金 私立幼稚園
全ての幼稚園

継続A

継続A
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事業の背景・目的

私立高等学校における教育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する生徒に係る修学上の経済
的負担の軽減を図るとともに私立学校の経営の健全性を高め、もって私立学校の健全な発展に資する。

事業の概要

毎年５月１日における生徒数を基準に、一般分と特色分を勘案し各学校に配分する。

一般分（国庫補助単価及び交付税単価） → 生徒数に対応
特色分（県単上乗せ単価） → 特色教育実施実績に対応

対象校　　９校

（２４年度補助金の積算根拠）

単価　３４６，１１４円 × 定員内実員 ７，４７７人 ＝ ２，５８７，８９４千円

これまでの見直し状況

日本私立学校振興・共済事業団、私立学校教職員退職金社団に対する交付税措置分が、経常費補助
金の交付税単価に含まれている。これをＨ１７よりＨ１９まで経常費補助金予算単価から段階的に控除した。

Ｈ２０においては、特色教育の配分方法を一部見直しした。

単価推移 （単位：円）

総務部総務課私学・県立大学支援Ｇ

私立学校振興助成法
職・氏名 専門員　安野　眞弓
電話番号 076 225 1233 内線 3367

施策・課題の状況
施策 建学の精神を尊重した私学の振興 評価 B

平成24年度

私立学校数の維持
課題

単位指標

事業費
予算 2,419,867 2,412,892

一般
財源
事業費累計

予算 2,119,751 2,088,757

項目 評価 左記の評価の理由

30,863,53923,304,69520,891,808

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 私立高等学校経常費補助金
事業開始年度 昭和４３年度 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織
根拠法令
・計画等

現状値
平成27年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

事業費

96 94 9599 96現状維持

校
目標値

2,532,200 2,551,056
2,475,588 2,532,200

（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

３３９，２８７ ３３７，１１７

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２４

2,587,894
決算 2,419,867 2,412,887 2,475,588

Ｈ２０ Ｈ２１

３３４，０９８ ３３６，９４９

25,780,283

A

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

評価
28,312,483

2,253,766
決算 2,076,020 2,111,124 2,154,7852,040,379 2,179,891

2,156,261

学校法人の経営の健全化

３４２，４５３ ３４４，９４０

Ｈ２２ Ｈ２３

　補助金交付により高等学校生徒が学ぶ学校の経営が安定
化し、また、補助金検査を通じた指導等により学校の運営の
適性化を図ることができ、私立学校の健全な発展に有効で
ある。

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、継
続して実施する。

３４６，１１４

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

2,205,483
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事業の背景・目的

私立小中学校における教育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する生徒に係る修学上の経済
的負担の軽減を図るとともに私立学校の経営の健全性を高め、もって私立学校の健全な発展に資する。

事業の概要

毎年５月１日における生徒数を基準に、各学校に配分する。

対象校 小学校 １校
中学校 ２校

(２４年度補助金の積算根拠）

小学校 単価２９０,２５０円 × 定員内実員 １１４人 ＝ 　３３，０８８千円

中学校 単価２９２，３３３円 × 定員内実員 ２８６人 ＝ 　８３，６０６千円
 　 １１６，６９４千円

これまでの見直し状況

　 日本私立学校振興・共済事業団、私立学校教職員退職金社団に対する交付税措置分が、経常費補助
金の交付税単価に含まれている。これをＨ１７よりＨ１９まで経常費補助金予算単価から段階的に控除した。

Ｈ２０においては、県単上乗せ額の約８％を削減した。

単価推移 （単位；円）

小

学校法人の経営の健全化

94 95現状維持 99 96

校

平成24年度
目標値

96

一般
財源

事業費

事業費
（単位：千円） 平成20年度

101,554
決算 106,945 105,038 104,072

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

A

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

　補助金交付により小中学校児童生徒が学ぶ学校の経営が
安定化し、また、補助金検査を通じた指導等により学校の運
営の適性化を図ることができ、私立学校の健全な発展に有
効である。

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、継
続して実施する。

1,296,827 1,413,521
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 927,670 1,051,884 1,173,922
104,441 99,716

予算 108,996 107,429

122,038 122,905

106,209 107,808

116,694
決算 124,536 124,214 122,038 122,905 116,694
予算 124,536 124,214

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

指標 私立学校数の維持 単位

平成27年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
現状値

課題

総務部総務課私学・県立大学支援Ｇ
根拠法令
・計画等

私立学校振興助成法
職・氏名 専門員　安野　眞弓
電話番号

施策 建学の精神を尊重した私学の振興

1233 内線

作
成
者

組　　織

評価 B

3367

施策・課題の状況

076 225

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
事務事業名 私立小中学校経常費補助金

事業開始年度 昭和４３年度

２８８，２６０ ２９１，２３７

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

２７６，４２９ ２７４，５２７

Ｈ２２ Ｈ２３

２８６，９５５ ２８８，８８９２７６，０３０ ２８０，８５０

Ｈ２４

２９０,２５０

２９２,３３３
中
２７８，２５６ ２７６，０２５ ２７７，１２８ ２８３，０２９



- -

事業の背景・目的

私立幼稚園における教育条件の維持及び向上並びに私立幼稚園に在園する園児に係る
修学上の経済的負担の軽減を図るとともに幼稚園経営の健全性を高め、もって私立幼稚園の
健全な発展に資する。

事業の概要

毎年５月１日における園児数を基準に、一般分と特色分を勘案し各学校に配分する。

一般分（国庫補助単価及び交付税単価） → 園児数に対応
特色分（県単上乗せ単価） → 特色教育実施実績に対応

対象園　　６５園　（休園中　１園含む）

（２４年度補助金の積算根拠）

単価　１９１，１０９円 × 定員内実員 ７，５７３人 ≒ １，４４７，２３５千円

　〃　１６６，３２９円 × 　　〃 　　６６２人 ＝ 　１１０，１１０千円

計 １，５５７，３４５千円
これまでの見直し状況

①国の経常費補助金の交付税単価には、日本私立学校振興共済事業団補助及び
　　私立学校教職員退職金社団補助分がふくまれているが、当県では既に他の事業で
　　補助をしていることから、H17～１９年度の経常費の補助単価より段階的に控除した。

②H20年度から途中入園の満３歳児の県単上乗せ（県単分の約7％に相当）を廃止した。
③H21年度から県単上乗せ額の約５％（10百万円）を削減し、その1/2を財源とし、国庫補助を
　活用した新規事業（子育て支援推進費補助金）を創設。
（補助単価の推移）

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1233

作
成
者

組　　織 総務部総務課
主事　棒田　啓介

3370電話番号
職・氏名

単位

B

内線
事務事業名 私立幼稚園経常費補助金

事業開始年度 昭和４３年度
根拠法令
・計画等

私立学校振興助成法

平成27年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

94

目標値 現状値
平成23年度

96

平成24年度

076 225

施策・課題の状況

指標 私立学校数の維持

施策 建学の精神を尊重した私学の振興 評価
課題

1,500,923 1,507,932

事業費
（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

1,280,686 1,294,135

1,557,345
事業費

予算 1,500,923 1,507,932
決算

1,511,413

1,280,686
1,307,579

16,292,359

1,557,345

1,315,969 1,338,926 1,356,792

17,849,704

1,537,741
1,509,294 1,537,741

14,754,618

左記の評価の理由

事業費累計 11,735,273

評価項目

一般
財源

Ｈ２２

評価

決算 1,344,311
予算 1,344,311

1,340,847

Ａ

13,243,205

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

　幼稚園児の９割以上が学ぶ私立幼稚園に対して助成する
ことにより、幼稚園の教育条件の向上、経営の健全化を高
め、もって私立幼稚園の健全な発達に大きな役割を果たし
ている。

＋１，５７６＋１，９５６

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、継
続して実施する。

Ｈ２３

単位：円

Ｈ２４

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

対前年
度

増減額

単　価

　(８,２３５人)

Ｈ２１

１８０，１６２１７９，６７７

Ｈ１９Ｈ１８

＋１，０２３

１８０，４３２

＋２７０ ＋３，０１８ ＋２，２５１

１８５，７０１

Ｈ２０

１８３，４５０

＋４８５

学校法人の経営の健全化

１８７，６５７ １８９，２３３

95現状維持 99 96

校
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事業の背景・目的
私立専修学校における教育条件の維持及び向上並びに私立学校に在学する生徒に係る修学上の

経済的負担の軽減を図るとともに私立学校の健全性を高め、もって私立学校の健全な発展に資する。

事業の概要

毎年５月１日現在における在籍生徒数を基準に、各専修学校に配分する。

　　配分対象校　　１６校

（24年度補助金の積算根拠）

高等課程（大学入学資格付与学科）
単価　３５,９００円　　×　　定員内実員     　　０　人　　＝　　  　　　０千円

専門・一般・その他の高等課程
単価　２７,１００円　　×　　定員内実員　　２,６７１　人　　＝　 ７２,３７７千円
                                                                                  ７２,３７７千円

これまでの見直し状況

毎年、補助単価を他県の動向を勘案しながら見直している。

（最近の補助単価の推移）

高等課程（大学入学資格付与学科）

→Ｈ２０～ （35,900円）

専門・一般・その他の高等課程

→ Ｈ２０～ (27,100円 ) 

内線

作
成
者

組　　織
主事　若林　恵一朗

電話番号 3370
私立学校振興助成法

職・氏名

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
事務事業名 私立専修学校経常費補助金

事業開始年度 昭和５５年度

施策・課題の状況

総務部総務課
根拠法令
・計画等

学校法人の経営の健全化
建学の精神を尊重した私学の振興

現状維持

076 225 1233

課題
評価 B

校単位
現状値目標値

指標

施策

平成24年度平成20年度 平成21年度

99 96

私立学校数の維持

平成22年度

69,539
平成22年度 平成23年度

74,412
事業費

予算 77,144
66,523 73,594 74,412

平成27年度 平成20年度

事業費

96 94 95

平成24年度平成21年度 平成23年度

72,377
（単位：千円）

77,144 69,539 75,772一般
財源 決算

75,772
決算 69,619 72,377

74,412 72,377

事業費累計 505,629 572,152

予算
69,619 66,523

評価
項目 評価 左記の評価の理由

74,412 72,37773,594
645,746 792,535720,158

　高校生の約２割の進学先になっている私立専修学校における教
育条件の維持及び向上、私立学校の経営の健全性を高めるため
の施策として有効である。

Ｈ１３ (34,000円) → Ｈ１４ (36,000円) → Ｈ１５ (38,000円 ) → Ｈ１６ ～ (39,000円 ) 

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、継続す
べきである。

Ｈ１３ (26,000円) → Ｈ１４ (27,500円) → Ｈ１５ (29,000円 ) → Ｈ１６ (29,500円 ) 

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

A

継
続

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）
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事業の背景・目的

新学習指導要領・教育振興基本計画を踏まえ、私立高等学校が実施する特色ある取組に対し支援する。

事業の概要

教育の質の向上を図るため、文部科学省が指定した次の９項目を実施する学校に対し支援する。

①　伝統・文化等に関する教育の推進
　 舞台芸術鑑賞や文化芸術活動への参加

伝統文化に関する活動の体験・取得
②　食育の推進
　　　 栄養教諭の活用など食に関する指導の充実
③　環境教育の推進
　 地域や企業等との連携による環境教育・学習

実践的な環境教育の充実・展開
④　キャリア・職業教育の推進

多様な職業体験、地域産業や経済界と連携したものづくり教育
商業、看護、農業、工業などの学科

⑤　体験活動の推進
自然体験活動や集団宿泊体験、奉仕体験活動、保育体験など

⑥　生徒指導の充実
スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の活用
不登校の生徒等の教育機会についての支援

⑦　社会人・補助教員等の活用
部活動の外部指導者等の学校の専門的・支援的スタッフ
退職教員、経験豊かな社会人等の外部人材の活用など

⑧　教育の国際化
英語教育の強化、国際交流の推進

新 ⑨　防災教育等への取り組み
地震、自然災害等に対する防災教育への取り組み

これまでの見直し状況
平成24年度
　 国の補助メニューに、防災教育への取り組みが１項目追加

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1233 内線

作
成
者

組　　織

私立学校振興助成法
職・氏名 専門員　安野　眞弓

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、継
続して実施する。

3367

施策・課題の状況

総務部総務課私学・県立大学支援Ｇ
根拠法令
・計画等 電話番号 076 225

課題 学校法人の経営の健全化

事務事業名 　私立高等学校特色教育推進費補助金
事業開始年度 平成２１年度

施策 建学の精神を尊重した私学の振興 評価 B

平成24年度

指標 私立学校数の維持

平成27年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
現状値

事業費
予算 8,464

事業費
（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

11,438 11,235
決算 8,434 11,085 11,368 11,233

5,618
決算 4,217 5,930 6,589 6,583
予算 4,232

42,120
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 8,434 19,519

96

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

Ｂ

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

30,887

5,544 5,719一般
財源

11,088

　補助金交付により６６．７％の私立高等学校にいて特色ある
取組が実施され、高等学校生徒が学ぶ教育の質の向上を
図ることができた。
　　　(参考）　特色ある教育を実施している学校の割合
　　　　　　　　　Ｈ２３　６６．７％→Ｈ２４　６６．７％

94 95現状維持 99 96

校

平成24年度
目標値
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事業の背景・目的

障害者施策の充実を図るため、障害児教育を実施する幼稚園に対し、かかる経費の一部を助成
し、障害児の私立幼稚園への就園を促進する。

事業の概要

１補助条件　　　２人以上の障害児が在園している私立幼稚園

２対象経費　　　障害児の教育に必要な経常的経費（人件費含む）

３補 助 率　　　障害児１人当たり＠７８４千円（国庫１／２、上限３９２千円）

４障害児の認定　医師の診断書又は療育手帳や身体障害者手帳による。

障害幼児　　
視覚障害及び弱視者
聴覚障害者及び難聴者
知的障害者
肢体不自由者
病弱者
身体虚弱者
言語障害者
情緒障害者

（２４年度補助金の積算根拠）

単価　７８４，０００円 ×対象園児数 １１２人 ＝ ８７，８０８，０００円

これまでの見直し状況

（補助単価の推移）
Ｈ１２ (７７８,００0円 ) → Ｈ１３ （７８２,０００円) →  Ｈ１４年以降 (７８４，０００円)

　障害児教育を実施する幼稚園に対し助成することにより、私立
幼稚園における障害のある子どもの積極的な受け入れや、障害
児教育の充実に大きな役割を果たしている。
(参考）　障害児就園実施園数　Ｈ２３　２９園　→　Ｈ２４　３８園

　私立幼稚園における障害のある子どもの受け入れ促進や、障害
児教育の充実を図るために、今後も継続して実施する。

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

A

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 1,656,308 1,723,732 1,786,452
34,532 34,687 51,118

1,846,036 1,933,844
評価

一般
財源

予算 27,048 33,712 31,360 29,792
87,808

62,720 59,584

43,904

87,808
62,720 59,584

決算 27,048 34,532

事業費
予算 54,096 67,424
決算 54,096 67,424

事業費
（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現状値
校

平成24年度

内線

B
施策・課題の状況

目標値
平成22年度 平成23年度

指標 私立学校数の維持 単位

評価
課題
施策 建学の精神を尊重した私学の振興

学校法人の経営の健全化

総務部総務課
石川県私立幼稚園障害児就園対策費補助金交付
要綱

職・氏名 主事　棒田　啓介
225

作
成
者

組　　織

3370

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1233
事務事業名 私立幼稚園障害児就園対策費補助金

事業開始年度 昭和５５年度
根拠法令
・計画等 電話番号 076

96 94 95現状維持 99 96

平成27年度 平成20年度 平成21年度
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事業の背景・目的

私立幼稚園の教育施設の整備を促進することにより、私立幼稚園の教育条件の維持向上を
図るため。

事業の概要

私立幼稚園が老朽園舎や危険園舎の改築、 アスベスト対策工事、耐震補強工事及び園舎
の改修をする場合に、これらに係る経費の一部について助成する。

これまでの見直し状況

補助対象事業の廃止
平成１９年度

老朽園舎の改築で、国の予算等で不採択になった場合の補助制度の廃止

平成２０年度
教育設備に対する補助制度の廃止

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

Ｂ

継
続

12,953
決算 12,953

事業費累計 1,389,582

　本事業により、老朽、危険園舎の改築など、安全で充実した教
育環境の促進を図ることができ、私立幼稚園の教育条件の改善
に大きな役割を果たしている。
（参考）耐震化率(幼稚園）
　　Ｈ２３　７２．６％　→　Ｈ２４　７５．３％

　施設が経年劣化していく中で、安全でかつ充実した教育環境を
維持するためには、今後もハード面での改善は必要であり、幼稚
園の経営の健全化のためにも本事業を継続して実施する。

1,469,679 1,477,835
評価

項目

一般
財源

予算
8,495 48,259

評価 左記の評価の理由

1,412,925

（単位：千円）

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

指標 私立学校数の維持

事業費

学校法人の経営の健全化

平成20年度

組　　織
主事　棒田　啓介

8,495

平成21年度 平成22年度

施策・課題の状況

225

総務部総務課
職・氏名

内線

作
成
者 電話番号 076 33701233

事務事業名 私立幼稚園教育環境整備費補助金
事業開始年度 昭和３６年度

根拠法令
・計画等

石川県私立幼稚園教育環境整備費補助金交付要
綱

B
課題

建学の精神を尊重した私学の振興施策 評価

48,259

単位

平成27年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
現状値

平成24年度平成23年度

8,156
23,343 8,522 53,811 19,497
23,343

19,497
決算 12,953 8,156
予算 12,953 23,343 8,522 53,811

23,343

1,421,420

事業費

94 95現状維持 99 96

校

平成24年度
目標値

96

国 県 園

１事業4,000千円以上かつ

　　（Is値0.7未満またはIw値1.1未満） 1/3 1/6 1/2

　　（Is値0.3未満またはIw値0.7未満） 1/2 1/6 1/3

アスベスト対策工事 １事業4,000千円以上

危険園舎改築

老朽園舎改築

国庫対象外 園舎改修 １事業3,000千円以上 － 1/3 2/3 5,000千円

1/2
国の建築経過年数または耐力度基準に該当

区分 補助対象事業 補助要件
負担割合

限度額

国庫対象

耐震補強工事

－

1/3 1/6
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事業の背景・目的

事業の概要

補助率
  ①小型教育設備（一品の価格が２０万円以上で事業費６０万円以上）　　　　　１／３ (限度額60万円まで)
  ②中型教育設備（事業費３００万円以上２，０００万円未満　ただし、情報処理関係設備は３００万円以上
　　　　　　　　　１，０００万円未満）          １／３

（小型教育設備）

（中型教育設備）
Ｈ２４：要望なし

これまでの見直し状況

合計（２法人２校） 1,874,250 624,000

323,000

専門学校
アリス学園

吸引シミュレーター 2

計 301,000

金沢科学技
術専門学校

451,500 903,000

学校名 品名 数量 単価 金額 補助金額

210,000 420,000
経管栄養トレーナー 2 241,500 483,000

エアーコンプレッサー 1 446,250 446,250
971,250 971,250計

G-SCAN 1 525,000 525,000

1,536

決算
1,037

1,5362,410

624784 2,410 792

624

1,536 6241,037

784 2,410
624

1,536

一般
財源 決算

事業費
792

予算 784 2,410
784

予算
平成21年度（単位：千円） 平成22年度

95

目標値
平成27年度

事業費
平成24年度平成23年度平成20年度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

3370

B

総務部総務課
根拠法令
・計画等 076 内線

課題
建学の精神を尊重した私学の振興施策

石川県私立専修学校等教育設備費補助金交付要
綱

事務事業名 私立専修学校教育設備費補助金
事業開始年度 昭和５４年度 作

成
者 1233

評価

職・氏名 主事　若林　恵一朗
225

B

電話番号

組　　織

私立専修学校の教育条件の維持向上を図るとともに、これらの学校経営の健全性を高める。

学校法人立の専修学校が直接に教育の用に供する教育設備経費の一部を補助する。

19,323

96 94

現状値
校

平成24年度

指標 私立学校数の維持 単位

現状維持 99 96

平成21年度 平成22年度 平成23年度

評価 左記の評価の理由

事業費累計 14,585 16,995 17,787 19,947
評価

平成20年度

学校法人の経営の健全化

　高校生の約２割の進学先になっている私立専修学校及び各種
学校の教育条件の維持向上を図るとともに、これらの学校経営の
健全性を高める施策として有効である。

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

　今後も、建学の精神を尊重した私学の振興施策として、継続す
べきである。

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

A

項目
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事業の背景・目的

事業の概要

※1　掛け金算出方法
標準給与月額　×　掛け金率　＝　掛け金月額

　［標準給与月額］：加入者の4月30日現在の給与月額に基づき、標準給与月額表から算出
［掛け金率］　　：小・中・高　108/1,000（H22まで100/1000）、

幼　80/1,000、　専・各　100/1000
※2　退職金算出方法
　　退職時の標準給与月額　×　退職金給付乗率（35年～36年勤続の場合42.5125カ月）

これまでの見直し状況
平成１9年度において補助金額（定額）を見直し

H18年度 H19年度～
１００，０００千円　→　１１０，０００千円

学校法人

補助金
110,000千円

交付税措置
36/1000

掛け金※１ 私学振興会
学校法人

退職金※２
掛金

石川県
補助金

加入者

運用益

退職基金

学校法人の経営の健全化

970,000

　学校教育の一翼を担っている私立学校教職員の退職金給付条
件の充実を図り、安定した退職基金の造成を行う施策として有効
である。

1,080,000
評価

項目 評価

決算

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

　公教育の一端を担う私立学校教職員に対し支払われる退職金
基金の安定性を担保するため、今後も当補助制度を継続すべき
である。

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

B

（Ｈ２５．３．３１現在）
基金残高　９７８，３５３千円

予算 110,000 110,000
決算 110,000

左記の評価の理由

事業費累計 640,000 750,000 860,000

私立学校教職員の退職給付条件の充実を図り、安定した退職基金の造成を行う。

（社）石川県私学振興会が行う会員学校の教職員の退職金の支払い基金の充実を図るため助成する。

110,000 110,000110,000 110,000 110,000

110,000
一般
財源

110,000
110,000

110,000 110,000 110,000予算
110,000

110,000

110,000
110,000

平成20年度 平成21年度

9696

110,000

平成22年度 平成23年度
110,000

事業費
平成24年度

現状値

現状維持 99

校

（単位：千円）

事業費

私立学校数の維持 単位

平成27年度 平成20年度

昭和４１年度

施策

94 95

B
課題

平成22年度 平成24年度平成23年度平成21年度

3370

施策・課題の状況

総務部総務課
根拠法令
・計画等

地方自治法
職・氏名

225

目標値
指標

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1233

組　　織
主事　若林　恵一朗

建学の精神を尊重した私学の振興

事務事業名 私立学校教職員退職基金補助金
事業開始年度

内線

作
成
者 電話番号 076

評価
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事業の背景・目的

私立の高等学校及び私立幼稚園の教育施設の整備充実を促進する。

事業の概要

　学校法人が設置する私立学校の校地・校舎その他の教育施設の整備に要する資金を
日本私立学校振興・共済事業団又は（社）石川県私学振興会から借入たものに対して
利子補給する。

　　利子補給率
　　借入利率の１／２（ただし、１．６％を上限とする。）
 　
利子補給期間
 　５年

これまでの見直し状況

平成１７年度新規借入分から利子補給期間を１０年→５年間に変更する。

現状維持 99 96

指標 私立学校数の維持 単位

平成27年度

94

平成20年度 平成21年度

95

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

Ａ

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

1,299,991 1,301,066

96

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 1,292,776 1,295,792 1,298,084
2,292 1,907 1,075
2,292 1,907

3,016 2,292 1,907
1,075
1,075

一般
財源

予算 2,862 3,016
決算 2,862 3,016

2,292 1,907
事業費

予算 2,862 3,016 1,075
決算 2,862

事業費
（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成22年度 平成23年度
現状値

校

平成24年度
目標値

施策・課題の状況

課題
施策 建学の精神を尊重した私学の振興 評価 B

学校法人の経営の健全化

事務事業名 石川県私学振興資金利子補給金
事業開始年度 昭和５５年度

根拠法令
・計画等

石川県私学振興資金費補助金交付要綱
職・氏名 主事　棒田　啓介
電話番号 076 225 3370

　私立の高等学校及び幼稚園の教育施設整備に係る借り入れ資
金の利子補給を実施することにより、これらの学校における施設
整備の充実・促進を果たしている。

　私立の高等学校及び幼稚園の経営の健全化及び教育施設の
充実促進のために継続して実施する。

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1233 内線

作
成
者

組　　織 総務部総務課
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事業の背景・目的

働きながら学ぶ夜間部の学生の経済的負担軽減を図る。

事業の概要

夜間大学を運営している学校法人稲置学園に対して助成する。

（補助金の積算根拠）

①対象経費分
教育管理経費
借入金返済
借入金利子

②単価分
専修学校専門課程の経常費単価　×　学生数　

補助金額（①＋②）

これまでの見直し状況

夜間大学運営費補助金については、平成２年度から、教育管理経費、借入金返済、借入金利子を補助
対象とし、２０，０００千円から２５，０００千円の定額補助としてきた。

平成１３年度予算では、対象経費が減少したことから、１２年度の２２，０００千円の補助金を２，０００千円減
額し、２０，０００千円とした。
　平成１４年度以降については、補助金算定にあたってのルールを明確にするため、これまでの対象経費
×１／２（補助率）とする対象経費分と、専修学校専門課程の経常費補助単価×在籍学生数とする単価分と
の合計額を補助金額とし、補助限度額を２０，０００千円とした。
　単価制を導入する理由としては、夜間大学の活性化には学生の確保が重要であり、学園側の自助努力を
促すものである。単価については、高校卒業者が対象となる専修学校専門課程の単価を採用した。
　平成21年度以降については、補助対象経費のうち教育管理経費の上限額を５，５００千円とした。

（過去3年（H17～H19）の実績平均：（4,612千円＋5,627千円＋6,277千円）÷３＝5,505千円≒5,500千円）

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

廃
止

129,328 130,951
評価

項目 評価 左記の評価の理由

126,575122,665

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

B

予算 14,397 5,299

事業費累計 117,852
決算 14,397 2,753 1,623

14,397 4,813 3,910 2,753 1,623
2,008

事業費
予算 14,397 5,299

4,813 3,910
一般
財源

4,165 2,841 2,008
決算

4,165 2,841

94 95

（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度

96

事業費
平成23年度 平成24年度

平成20年度 平成21年度 平成22年度

現状維持 99 96

076 225

課題 学校法人の経営の健全化
施策 建学の精神を尊重した私学の振興 評価 B

事務事業名 夜間大学運営費補助金
事業開始年度 昭和４５年度

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
根拠法令
・計画等

私立学校振興助成法
職・氏名
電話番号 1233 内線

作
成
者

組　　織

　この事業により、夜間大学の経営の健全化と教育環境の維持向
上を図ることができ、働きながら学ぶ夜間部の学生の経済的負担
の軽減に大きな役割を果たしている。

3368

施策・課題の状況

総務部総務課私学・県立大学支援Ｇ
専門員　鳥倉　善雄

　夜間大学は、Ｈ２２年度より生徒募集を停止しており、Ｈ２４年度
卒業生をもって、当該補助金を廃止する。

指標 私立学校数の維持

平成27年度
現状値

校

平成24年度平成23年度

単位
目標値
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事業の背景・目的

事業の概要

① 対　象
私立高等学校等に在籍する生徒がいる世帯

②支給金額

（年収250万円未満程度　2、　年収250～350万円未満程度　1.5 ）

③経費の内訳

④実施方法
(1)高等学校等に在籍する生徒がいる世帯が、学校の設置者を通じて県に申請
(2)県は、各校からの申請をとりまとめて国に交付申請
(3)県が国からの交付決定及び交付金を受領し、学校設置者へ交付決定の通知及び支援金の支給を行う
(4)学校設置者は、保護者に代わって就学支援金を受給（代理受領）し、授業料に充当する

・低所得世帯への支給金額は、標準額に1.5又は2を乗じて得た額を上限額とする。

標準額（国公立の高等学校における授業料年額の相当額）　１１８，８００円以内

・対象高等学校数　：　１２校
　　私立高等学校 　　　　10校（全日制 9校、通信制 1校（ｱｯﾄﾏｰｸ国際高））
    私立高等専門学校 　 1校(金沢高等専門学校（１～３学年））
　　専修学校                1校（金沢調理師専門学校（高等課程に類するもの））
・低所得世帯
　　年収350万円未満の世帯（年収250万円未満程度、年収250～350万円未満程度）

保護者の経済的負担の軽減

0

　家庭の状況にかかわらず、全ての意志のある高校生等が安心して勉学に打ち込める社会をつくるた
め、私立高校生等のいる世帯に対して、国公立高校授業料相当額（低所得世帯に対しては増額）を助
成することにより、世帯の教育費負担を軽減する。

・高等学校等就学支援金
・高等学校等就学支援金事務費

１，０７０，７９２千円
３，２４２千円

項目 評価

平成23年度

事業費

・標準額については、高等学校等の種類及び課程その他の区分に応じて、政令で定める予定

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

指標
目標値

（集計中）

3,158,513
0 0

（全国8） （全国4）

評価

平成24年度

1,075,046

左記の評価の理由

平成24年度

98.8
平成21年度

平成20年度 平成21年度

0
決算 0

0

1,054,929

平成22年度

平成22年度

98.9
（全国10）

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

0一般
財源

A

予算
決算

％（位）

1,032,099 1,052,380 1,074,034
1,032,598

現状値

平成23年度

98.9

単位高等学校進学率の維持

99.1
（全国3）

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 私立高等学校等就学支援金
事業開始年度 平成２２年度 事業終了予定年度

根拠法令
・計画等

作
成
者

事業費累計 1,032,099 2,084,479

予算

平成27年度

事業費

全国上位

平成20年度

076

（単位：千円）

1233 内線

施策・課題の状況
施策 建学の精神を尊重した私学の振興 評価 B

3370225

組　　織

　本県高校生の約１／４が学ぶ私立高校において、学ぶ意志のあ
る全ての高校生に対して国公立高校授業料相当額（低所得世帯
に対しては増額）を支給することにより、保護者の経済的負担の
軽減を図り、もって、生徒の修学の機会を確保することに大きな役
割を果たしている。

　景気低迷等による生徒保護者への経済的影響を反映し、修学
の機会確保の必要性が高まることから、今後も積極的に推進して
いく。

課題

総務部総務課
公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校
等就学支援金の支給に関する法律

職・氏名 主事　若林　恵一朗
電話番号
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事業の背景・目的

事業の概要

対象者：県内に住所を有する保護者で、以下の①～③のいずれかに該当する者

これまでの見直し状況

Ｈ２３実績

Ｈ２２より国から就学支援金が支給されることから、授業料からその分を差し引いた額を補助対象とする。
また当該制度の導入により国から低所得世帯の考え方を示されたため、県減免制度の対象要件を国の考え方に
合わせる等の見直しを行う。

Ｈ２２実績
免除 延べ １３，０９８人 １１４，１９３千円
軽減 延べ     ３４０人 　　２，００２千円

（生保）

軽減 延べ     １１８人 　　１，９００千円

免除
 　　５，７６３千円

７，６３４人
    ４９４人

（生保）

事業費
（単位：千円） 平成20年度

89,314
決算 187,073 184,692

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

Ａ

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

一般
財源

1,603,508

　高校生の約１／４が学ぶ私立高校において生活困窮者に
対する授業料減免措置を行うことにより、保護者の経済的負
担の軽減を図り、もって、生徒の修学の機会を確保すること
に大きな役割を果たしている。

　景気低迷等による生徒保護者への経済的影響を反映し、
対象生徒は増加傾向にあることから、今後も積極的に推進し
ていく。

事業費

1,723,334 1,849,684
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 1,283,042 1,487,313

116,340

119,673 88,836
予算 187,173 190,990 121,607

85,124

目標値
指標

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

高等学校進学率の維持 単位

平成27年度
98.9

平成24年度

評価 B

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

建学の精神を尊重した私学の振興
保護者の経済的負担の軽減

225 1233 内線

現状値
％（位）

3367

施策・課題の状況

全国上位
（全国4）

私立高等学校における授業料の軽減等を行うことにより、生徒の保護者の経済的負担の軽減を図る。

施策
課題

総務部総務課私学・県立大学支援Ｇ
根拠法令
・計画等

私立高等学校授業料減免補助金交付要綱
職・氏名 専門員　安野　眞弓
電話番号 076

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
事務事業名 私立高等学校授業料減免補助金

事業開始年度 昭和４９年度 作
成
者

組　　織

98.8 99.1 98.9

決算 188,821 204,271 116,195
予算 188,921 206,326

①年収350万円未満程度の世帯（市町村民税所得割額18,900円未満）
　 及び児童扶養手当受給世帯
　　　→　　全額免除（授業料から就学支援金を控除した額）
②心身障害児を抱える世帯等で免除対象者以外の者、施設（養護等）入所者等で保護者の前年度
　　所得が児童扶養手当所得制限以下のもの
　 　 →　　１／２軽減（授業料から就学支援金を控除した額の１／２）
③授業料減免臨時特別経費（失職、倒産等）
      →　　失職者を除く世帯年収に応じて全額又は１／２軽減

（全国10） （集計中）

127,177
119,826 126,350
121,759

85,196

（全国3） （全国8）

    ４０３人
    　６８人

７，００２人

免除
軽減
軽減
（生保）

延べ
延べ
延べ

 　　６，３９８千円

    ４４７人

免除
軽減

延べ

７，０３４人 １８１，６８４千円
 　　５，２３９千円
 　　１，１０８千円

 １８１，２７６千円
軽減
軽減 延べ     １１０人 　　１，７８２千円

 １９８，０２８千円

H１９実績

Ｈ２０実績

Ｈ２１実績 Ｈ２４実績

延べ
延べ

延べ
免除 延べ

延べ

延べ
延べ

軽減

免除
軽減

 １１７，７６５千円
 　　２，０６１千円

 １２４，４２７千円
 　　１，９２３千円

１３，８５９人
    ３５１人

    ３５５人
１４，２６１人
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事業の背景・目的

事業の概要

私立高等学校への入学者のうち、授業料減免対象者に入学金の一部を助成する。
授業料減免対象者

・年収250万円未満程度世帯（市町村民税所得割非課税等） ４０，０００円
・生活保護世帯 ３４，３５０円
・上記以外の授業料減免対象者 ２０，０００円
  (年収250万円～350万円未満程度、児童扶養手当受給者世帯等）

Ｈ１９実績
授業料減免対象者 授業料減免対象者　　
　・市町村民税非課税世帯等 ８７人 　・市町村民税非課税世帯等２８１人
　・生活保護世帯 ２人 　・生活保護世帯 １人
　・その他 １１６人 　・その他 １１２人

Ｈ２０実績 Ｈ２３実績
授業料減免対象者 授業料減免対象者　　
　・市町村民税非課税世帯等 ８８人 　・市町村民税非課税世帯等２６４人
　・生活保護世帯 ４人 　・生活保護世帯 ５人
　・その他 １１４人 　・その他 １５２人

Ｈ２1実績 Ｈ２４実績
授業料減免対象者　　 授業料減免対象者　　
　・市町村民税非課税世帯等 ９９人 　・市町村民税非課税世帯等２０５人
　・生活保護世帯 ３人 　・生活保護世帯 ６人
　・その他 １５４人 　・その他 １９０人

これまでの見直し状況

Ｈ２２実績

　Ｈ１７より生活保護世帯に対しては、扶助費として公立高校入学金相当額が支給されることとなったため、その分を差
し引いて減額する。
　Ｈ１９より生活困窮世帯以外の一般世帯への補助を廃止し、生活困窮世帯に対して重点を置き、拡充した補助を
行った。
　H２２授業料減免制度の見直しに伴う、補助対象要件の変更。

　高校生の約１／４が学ぶ私立高校において生活困窮者に
対する入学金軽減措置を行うことにより、保護者の経済的負
担の軽減を図り、もって、生徒の修学の機会を確保すること
に大きな役割を果たしている。

　景気低迷等による生徒保護者への経済的影響を反映し、
対象生徒は増加傾向にあることから、今後も積極的に推進し
ていく。

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、この
事業が課題
解決に役
立ったか）

Ａ

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与の在り方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

事業費

継
続

平成22年度

（全国10） （集計中）

13,515 13,772 12,207
平成23年度 平成24年度

全国上位
（全国3） （全国8）

事業費
（単位：千円） 平成20年度 平成21年度

（全国4）

指標 高等学校進学率の維持

平成27年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
目標値

私立高等学校における入学金の軽減を行うことにより、生徒の保護者の経済的負担の軽減を図る。

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

1233
事務事業名 私立高等学校入学金軽減補助金

事業開始年度 昭和４９年度

施策

作
成
者

組　　織

評価 B

3367

施策・課題の状況

総務部総務課私学・県立大学支援Ｇ

課題

根拠法令
・計画等

私立学校振興助成法
職・氏名 専門員　安野　眞弓
電話番号 076 225

建学の精神を尊重した私学の振興

内線

％（位）

98.9 98.8 99.1 98.9
平成24年度

単位

平成23年度
現状値

予算 5,938 7,144
決算 5,938 7,144

一般
財源

予算 5,938 7,144 10,326 10,255
決算 5,938

237,191
7,144 10,291 10,255 9,239

12,207
9,240

13,515 13,772

保護者の経済的負担の軽減

250,963 263,170
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 216,532 223,676



- -

事業の背景・目的

女性の社会進出が進む中で、園児を幼稚園で長時間預かることにより、子育てを支援すると
ともに、保護者及び幼稚園の経済的負担の軽減を図る。

事業の概要

正規の教育時間の前後及び休業日（長期休業日を含む）、保護者の希望により園児を預かる
幼稚園に対して助成する。

（補助対象経費）
預かり保育を担当する教職員に対して支給する時間外手当等

（補助額）
補助対象経費の１／２（当該経費に充てるために保護者から徴収した負担金が当該経費の

１／２を超える場合はその超える額を控除した額）と預かり保育の各限度額のいずれか低い額

早朝 教育時間開始前 預かり時間が４時間以下・・850千円
平日 終了後２時間以上 教育時間終了後２時間以上 ４時間を超える場合・・１時間ごとの

夜間 夕方から夜間 加算単価は150千円
（但し、最大３時間まで）

休業日 土・日 ２４０千円

長期
休業日 １４０千円

これまでの見直し状況

平成１６年度
①平日の補助限度額の単価アップ　（2時間以上4時間まで）　 ５００千円→６００千円
②平日の預かり保育が４時間を超えた場合の加算額の新設 １４０千円/時間
③補助対象に、休業日及び長期休業日の預かり保育を追加
平成２０年度
　平日の補助限度額の単価アップ（2時間以上４時間まで）　　　　６００千円→７００千円
平成２１年度
　平日の補助限度額の単価アップ（2時間以上４時間まで）　　　　７００千円→８５０千円

組　　織

目標値

事業費

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
事務事業名 私立幼稚園預かり保育推進費補助金

事業開始年度 平成１０年度 作
成
者 1233 内線

　　　　　実施時間 預かり内容 補助限度額（年間）

施策
課題

55

事業費
予算

3370

施策・課題の状況

総務部総務課
根拠法令
・計画等

石川県私立幼稚園預かり保育推進費補助金交付要
綱

職・氏名 主事　棒田　啓介
電話番号 076 225

平成21年度
現状値

園

平成24年度

少子化対策のための子育て支援の充実 評価 B

平成22年度 平成23年度

幼稚園預かり保育推進
指標 預かり保育(長期休業日）実施幼稚園数 単位

平成27年度 平成20年度

（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度

58 58

平成23年度 平成24年度

58

32,84823,705 27,310

61

28,783 32,015

61

決算 23,705 27,201 28,270
一般
財源

予算 11,853 13,655
31,265 32,702

16,424
決算 11,853 13,601 15,123 16,218 17,263

14,392 16,007

202,723 235,425
評価

項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 115,987 143,188

　本事業により、私立幼稚園が有する幼児教育のノウハウを活用
した預かり保育の充実を図ることができ、もって保護者や地域の子
育てを支援することに大きな役割を果たしている。

　今後も、預かり保育のニーズの増加が見込まれるため、本事業
を継続して実施する。

171,458

夏季、冬季､春季の休業日において
１０日以上
１日２時間以上

長期休業を除く休業日において１９
日以上
１日２時間以上

夏季、冬季､春季の
休業日

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

Ａ

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続
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事業の背景・目的

事業の概要

(例）子どものあそびを支援するためのスタッフの配置

２　幼児教育に関する各種講座の開催
(例）教育（子育て）の専門家、大学講師等による講演会を年２回以上の開催

３　保護者に対する教育相談事業
(例）幼稚園教諭経験５年以上の者、子育ての専門家又はカウンセラーによる相談（年４回以上開催）

４　親子登園など子育て支援としての未就園児の受入れ
(例）未就園児親子を対象とした子育て教室などの開催
　　（入園説明会、体験入園など園児募集に係る事業は除く。）

（例）親同士の子育てに関する交流を目的とする場の提供
②　子育て情報の提供

(例)インターネットなどによる子育て情報の提供（園だよりは除く）
③　地域の家庭における情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

家庭に職員を派遣し、子育てに関する保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供等の援助を行う事業

積算
（単価） （対象園） （補助金額）
２００千円　× ５０園　　＝ １０,０００千円

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

課題　幼稚園が、地域の幼児期の教育センターとして、施設又は教育機能を広く地域に開放し、
幼児期の教育に関する相談に応じたり、保護者同士の交流の機会を提供することにより、地
域の子育て支援の充実を図る。

施策・課題の状況

組　　織 総務部総務課
主事　棒田　啓介

電話番号
事務事業名 　私立幼稚園子育て支援推進費補助金

事業開始年度

①　地域の子ども・その保護者の交流の場の設置

平成２１年度
根拠法令
・計画等

石川県私立幼稚園子育て支援推進費補助金交付
要綱

子育て支援の充実
施策 少子化対策のための子育て支援の充実 評価 B

作
成
者

職・氏名
1233076 225 3370内線

指標 私立幼稚園の子育て相談実施園 単位

平成27年度 平成20年度 平成21年度 平成23年度
現状値

園

48 48 55
平成24年度

55

目標値

事業費
（単位：千円） 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成22年度
全ての幼稚園

8,698
決算 4,725 8,844 8,181 8,598
予算 4,826

事業費

4,437 4,610一般
財源

予算 2,413

評価

今後の方向
性（県民

ニーズ、緊
急性、県関
与のあり方
等を踏ま

え、今後ど
のように取り
組むのか）

継
続

4,349
決算 2,362 4,731 4,329 4,964

※いずれの事業も、事前に、文書、ポスター、インターネット等で地域の家庭に対し広報し、在
園児親子に限定しない事業であること。

項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効
性（費用対
効果の観点
も含め、こ

の事業が課
題解決に役
立ったか）

A

事業実施園、事業実施数を増加させ、地域の子育て支援の一層
の充実を図る。

本事業により、私立幼稚園の有する幼児教育のノウハウを活用し
た子育て支援事業の充実を図ることができ、もって地域の子育て
支援に大きな役割を果たしている。

５　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第６項に定める
　　子育て支援事業

21,750 30,348

下記の１～５のいずれかの子育て支援事業を実施する私立幼稚園に対して補助する。

1　広く地域の子どもたちを対象に遊びの場や機会を提供し、援助する事業

事業費累計 4,725 13,569

8,874 9,220


